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〜科学技術専門家ネットワーク アンケート調査結果 〜  (調査資料-108)
科学技術動向研究センター 総括ユニット 菅沼 克敏
1. 背景と目的
文部科学省では、科学技術・学術審議会において「基本計画特別委員会」を設置し、次期基本計画 (第 3 期科
学技術基本計画 (計画期間 2006 年〜 2010 年)) についての検討を進めている。
この一環として、科学技術政策研究所では、産学官の第一線で活躍する研究者、技術者を対象に、我が国の科
学技術の目指すべき方向や、政府の科学技術振興の方向性について意見を収集するためのアンケート調査を実
施し、2004 年 10 月の第 2 回基本計画特別委員会において、その結果を報告した。
2. 調査方法
科学技術動向研究センターが運営する「科学技術専門家ネットワーク」のアンケート機能を使い、同ネットワーク
に登録されている 1,724 名の科学技術専門調査員を対象に自由記述による調査を実施した。調査期間は 2004 年
9 月 6 日から 9 月 17 日までである。このうち、189 名 (企業 31 名、大学 109 名、公的機関 30 名、各種団体等
11 名、その他 8 名) から回答があった。
3. アンケート結果
今回実施した 4 つの設問に対する回答 (意見) の全般的傾向は下記のとおりである。
Q1. 我が国の科学技術の目指すべき方向はどのようなものと考えますか
[回答の全般的傾向]


































「1. 教育、人材育成の充実」については、この設問への回答者の 4 割弱が述べている。この意見について
は、「初等中等教育」に関する意見と、「若手研究者育成」に関する意見のさらに 2 つに分けることができる。
次いで多い意見は「2. 基礎研究の充実」であり、2 割強がこれに関連する意見を述べている。また、「3. 研究
環境の整備」、「4. 研究費の充実」についても 2 割弱が意見を述べている。
Q3. 第 1 期、第 2 期科学技術基本計画についての意見
[回答の全般的傾向]


























る。「2. 国の役割」や「3. 政策評価及び幅広い意見集約の必要性」についても各々 1 割程度の回答が集
まった。
個別事項に関する意見の「4. 教育、人材育成の充実」、「5. 研究環境・システムの整備、研究者処遇の改
善」、「6. 研究費配分の適正化、評価システムの確立」は、いずれも 2 割弱がこれらに関する意見を述べて
いる。
これら以外では、特定分野の重要性を述べた意見や、本アンケートに対する意見等が見られる。
本調査資料 (http://www.nistep.go.jp/index-j.html) には、回答 (意見) の全般的傾向と合わせて設問ごとの代
表的な意見の要約を例示するとともに、いただいた 189 名のアンケート回答 (全文) を添付してある。
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て「全国イノベーション調査」を実施し、このほどその調査










































参照) に属する民間企業を対象とした。「平成 13 年事業所・企業統計調査」の結果より当該産業に含まれる約 62
万社の企業のうち、経済活動と企業規模とによって層別した層化抽出法に基づき、従業者数 10 人以上の対象母
集団に含まれる 216,585 社から 43,174 社を標本抽出した (うち従業者数 250 人以上の企業については悉皆調査
とした)。そして、9,257 社から回答を得た (回答率: 21%)。調査は郵送調査の方法によった。
結果については、紙幅が限られているので本稿では主だったものに留めたい。
1999 年から 2001 年の間、プロダクト・イノベーションかプロセス・イノベーションのいずれかでも実現したイノ
ベーション実現企業の割合は全体で 22% であった。また、この 3 年間においてまだ継続中であるあるいは中止す





 イノベーション実現企業  イノベーション活動実施企業
全規模 小規模 中規模 大規模 全規模 小規模 中規模 大規模
全経済活動 22 19 26 47 29 26 32 54
農林水産業 19 19 23 0 28 28 30 60
鉱工業 24 21 31 56 33 30 38 63
    製造業 24 21 31 56 33 30 39 63
サービス業 19 17 21 37 24 22 26 43
出典:
表 2、表 3、「全国イノベーション調査統計報告」、文部科学省科学技術政策研究所、2004 年 12 月。
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施企業の割合について、EU のレポート [European Commission, 2004] に掲載された EU 全体の値と対比して示し
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・「科学技術動向 2005 年 12 月号」(1 月 28 日発行)
 特集 1 創薬科学者・技術者の育成と現状
 客員研究官 梶本 哲也
 特集 2 エレクトロニクスへのナノテクノロジーの応用 - 検討が進むシリコン LSI への適用
例から -
 情報通信ユニット 小松 裕司
 客員研究官 小笠原 敦
 特集 3 ユビキタス測位における準天頂衛星の有効性
 総括ユニット 辻野 照久
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